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 埼玉県政の推進につきましては、日頃から格別の御支援と御協力を賜り、

厚くお礼申し上げます。 

 本県は昨年 150 周年を迎えましたが、時代は今、大きな転換点に差し掛か

っています。超少子高齢社会の到来は医療・介護ニーズの増大や地域の担い

手不足を生じさせ、社会そのものの在り方の転換を余儀なくしています。また、

新型コロナウイルス感染症は世の中の在り方を一変させ、今なお県民生活に

暗い影を落としています。その一方で、こうした危機が我々の行動・意識・価値

観に変化をもたらし、デジタル技術の活用を飛躍的に拡大・浸透させ、社会生

活に変革をもたらそうとしています。 

 新たな時代の転 換点を迎え、先人 たちが力強く本県を発展させ、新たな

日々を積み重ねてきたように、引き続き、より良い埼玉へと新しい一歩を記し

ていかなくてはなりません。 

 そのために、本年は「新たな 150 年に向けた挑戦」を掲げ、二つの柱に取り

組んでまいります。 

 第一の柱は、「直面する危機からの脱却」です。新型コロナウイルス感染症の

拡大防止のため、ワクチン接種を着実に進めるとともに、検査・医療提供体制

の確保や感染症専門人材の育成など今後の感染再拡大への備えを万全にい

たします。また、社会全体の DX の推進とウィズコロナ下での経済回復・成長

のため、デジタル化によるビジネスモデルの転換やデジタル人材の育成・確保

を支援するとともに、県民の利便性向上につながる行政手続のオンライン化

を強力に推進してまいります。 

 第二の柱は、「日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現」です。本県

が目指す三つの将来像である「安心・安全の追究」、「誰もが輝く社会」及び「持

続可能な成長」を実現するため、今年度から新たな本県５か年計画がスタート

します。危機管理・防災体制の再構築などにより災害・危機に強い埼玉を築き、

年齢・性別等を問わず、誰もが生き生きと活躍できる社会づくりを進めます。

また、「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」や「あと数マイルプロジェクト」を

推進し、脱炭素社会の実現や人材確保に向けた中小企業への支援などにより、

持続的な経済成長や雇用の実現を目指してまいります。 

 国におかれましては、本県が取り組む各種施策の推進に是非とも御理解を

いただき、令和５年度予算編成などに向けて、特段の御支援、御協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 
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「「すすべべててのの県県民民がが日日本本一一暮暮ららししややすすいいとと実実感感ででききるる埼埼玉玉」」のの実実現現にに向向けけたた提提案案・・要要望望  
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 （8） ナショナルデータベース（ＮＤＢ）の活用促進 ······································· 14 
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1 安心・安全の追究 ······································································· 20 
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 （2） 大規模地震に備えた橋りょうの耐震補強の推進 ·································· 22 

 （3） 老朽化する橋りょうに対応した道路管理の推進 ································· 23 

 （4） 河川管理施設の長寿命化の推進 ·················································· 24 
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